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経営力創成に関する一考察
―企業競争力との関連で―

A Managerial Approach of Creative Management
 ― In Relation to Corporate Competitiveness ―

東洋大学経営力創成研究センター　研究員　小椋　康宏

要旨
　本論文は経営力創成に関する経営的枠組みを検討する。経営力が経営体のなかで組織、

財務、マーケティングおよびテクノロジーなどの職能を統合する機能を保有していること

に対する若干の考察を行う。日本企業の経営力創成は、企業競争力を高めることになり、

その展開過程においては日本型マネジメントの経営原理を世界に発信する手がかりとな

る。企業競争力を高める経営力創成は、専門経営者の経営能力の育成につながり、組織、

財務、マーケティングおよびテクノロジーを有効に生かす経営力の課題について社会的責

任との関連で検討する。最後に経営の一般原理と経営実際との検討から今日経営力創成で

とりあげられる経営実践課題と専門経営者の経営実践原理を提起する。

キーワード(Keywords):経営力創成(Creative Management)企業競争力(Corporate
Competitiveness)経営者(Professional Manager)日本型経営

(Japanese Way of Management)企業価値創造(Value Creation
of the firm)社会的責任(social responsibility)

Abstract
This paper is to clarify the framework and content of Creative Management.

Creative Management has the integrating functions of organization functions, finance
functions, marketing functions and technology functions in business organizations.

Firstly I pointed out Creative Management has been developed the abilities and
possibilities of professional manager. Secondly I clarify on the thought and idea of
management practitioner.　Thirdly Ｉargued with  social responsibilities.

Professional manager has the task of social responsibility. Five responsibilities are
the establishment of management idea, the development of management leadership
abilities, the consideration to many stakeholders and the creativeness of corporate
culture.

Finally I presented the Creative Management as Japanese Way of management
principles.

1．問題の所在
　21世紀に入ってから、日本企業の再生がはっきりするようになり、日本企業の経営
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力が日本型経営としての経営課題の一つにのぼってきた。第二次大戦後の日本的経営

はアメリカのマネジメント学を導入することによって、日本的経営の展開を図ってき

たのである。今日、従来とりあげてきた日本的経営にかわって日本独自の考え方によ

る日本型経営の確立が求められているのである。また経営力は経営体をリードする機

能をそなえており、経営力には財務力、組織力、マーケティング力およびテクノロジ

ー力等を統一する能力を含んでいる。

　21世紀の日本型経営の強みは何か。アベグレン(Abegglen、J.C.)は、一昨年出版し

た新･日本の経営(Abegglen,2004)のなかで日本の会社を特徴づける経営のあり方を

再度、点検した。アベグレンの日本の経営に対する見解は、日本企業の経営実践の調

査分析から生みだされたものであり、日本企業の一つの強みは企業と従業員の社会契

約である終身の関係(lifetime commitment)いわゆる終身雇用制にあることをあらた

めて主張した。

日本企業の将来を考え、日本型経営の原理を構築することになれば、そのなかに、

経営力が重要な要素としてとりあげられることになる。経営力とは何か。ここでは、

経営力を競争力との関連でとりあげることにする。もちろん経営力は今日の経営体・

経営者がもつものとして特別の意味を持っている。それは、今日、経営者がリードす

る経営体において経営力が経営を展開させるキーワードであり、その経営力をもって、

経営者は、経営体そのものの社会的存在をステークホルダーに対し示すことになる。

ところで日本企業におけるここ20年程度の流れの変化をみてみると、1980年代のバ

ブル経済の崩壊は、1990年代に入り、経営者は日本企業の再生を考え経営を行うよう

になった。しかしながら、日本的経営に基づく経営改革は必ずしも大きな成果とはな

らず、ようやく1990年代後半に入って、企業価値創造のもとに、経営改革が行われる

ようになった。特に事業の絞り込み、研究開発の重視、企業価値評価の重視が行われ、

それらの点検は、経営のグローバル化を含めた戦略提携および M&A という経営方針

の遂行につながってきたといってよい。経営財務における「資本コスト」の原理が財

務的意思決定基準のなかに組み込まれてきたのもこのころになる。

21世紀に入り、日本企業における事業の再構築が明確になり、東京証券取引所上場

企業の時価総額は2006年1月には500兆円を超えるまでになった。またこのような状況

から、現在、日本型経営の特質を再度、点検する必要性がでてきたといってよい。

以上のような問題点を基礎にして、本稿では、第一に、経営力創成の枠組みを考察

し、第二に、今日における経営実践家の思想と課題を明らかにし、第三に、経営者の

職能と社会的責任に関し考察することにする。これらの検討から、経営力創成に関す

る経営学的意味を明らかにしたい。

2.経営力創成の枠組み
　経営力の創成は現代経営体を新しい段階へと発展させる。21世紀における日本型経

営では経営体の社会的存在としての位置づけと同時に、経営体をリードする専門家と

しての経営者の能力を強く打ち出す必要がある。経営者の能力評価は経営力がどれだ

けあるかという評価につながる。21世紀の企業経営を考えるとき、経営力がどれだけ
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強くなるかということが企業成長につながることになる。

それでは、経営力とは何を意味することになるのか。次にその点を考えてみよう。

経営力とは、「経営者が経営体を経営目的に向かって、推進させる力である」といえ

る。経営力は経営組織や、経営財務、マーケティングおよびテクノロジーなどの職能

をまとめ統一する機能である。もう一つの面からみた経営力は経営者の経営機能を構

成するものであり、マネジメントそのものと関連する。経営者は経営資源の維持に対

する責任を担うことになる。経営者は基本的経営活動において、経営体を構成する有

形･無形の経営資源の維持及び有効的利用に関する能力を備えていなければならない。

競争力創成は、経営力を通じて達成される。日本企業の新しい競争力創成には経営組

織、経営財務、マーケティングおよびテクノロジーにおけるそれぞれの競争力の強化

に経営力を加えることによって、日本型経営の経営実践原理を提示することが必要と

なる。

今日の経営のグローバル化によって、経営体を取り巻く環境は日増しに強くなって

いる。日本発の日本型経営原理を積み上げるためには、経営体全体の職能構造を明ら

かにしておく必要がある。

図表1　組織、財務、マーケティング、テクノロジーおよび経営力との相互関係

経営力

テクノロジー

組織

（研究領域Ⅰ）

財務

（研究領域Ⅱ）

マーケティング

（研究領域Ⅲ）

　経営体は経営･管理・作業の階層に分けられ、作業階層には、それぞれの専門的職能

が含まれる。たとえば作業階層には、財務・人事･労務・生産・マーケティング･テク

ノロジー等にいたる専門的職能があり、経営と管理にはマネジメント機能の専門的機

能(経営と管理を示す)が経営体を構成する(小椋, 2002 )。前者はスペッシャリストと

しての職能を示し、後者はゼネラリストとしてのマネジメント機能を示している。マ

日本型マネジメント
(企業競争力)
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ネジメントのなかには、計画、組織、統制のマネジメント･プロセスからみて、組織力

はここに含まれる。

以上に示した説明から経営力、組織、財務、マーケティング、テクノロジーおよび

競争力の関係は、日本型経営の目標を加えて、図表1のように表すことができる。

図表1は、組織,財務、マーケティングおよびテクノロジーの相互関係が経営力のな

かに置かれ、それぞれの競争力の強化を通して日本型マネジメントが作られる。

図表2はテクノロジーを組織、財務およびマーケティングの中核に置きそれぞれの関

係を通じて競争力を高め、日本型マネジメントを構築する。ただし、日本型マネジメ

ントを作り上げる過程においては独自の「経営力」の経営実践原理の存在を知らなけ

ればならない。

図表2　経営体における経営、管理、組織、財務、マーケティングおよびテクノロジー

3.経営実践家の思想と課題
3.1 現代における日本企業経営者

 (1) 日本企業経営者の思想の基本

　現代における日本企業経営者の思想はどのように考えることができるであろうか。

この問題に入るまえに、日本企業経営者の思想の基本は、たとえば松下幸之助や本田

宗一郎にみられるオーナー型経営者の理念が経営思想の基本におかれるが、ここでは、

オーナー型経営者であろうとサラリーマン型経営者であろうとも専門経営者としての

位置を考える。

　日本企業経営者の思想の基本は、アベグレンも指摘したように、経営者と従業員と

が一体となって経営するやり方の理念が基本にあったといってよい。しかしながら、

従来の日本的経営は一面では、内向き経営といってもよかった。しかしながら、今日

経営

（狭義）

経営体 経営（広義）

日本型マネジメント
(企業競争力)

テクノ

ロジー

財　務
マーケテ

ィング

組　織
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の経営がオープン化し、ステークホルダーにも開かれた経営を志向するとすれば、新

しいマネジメント原理が求められているといってよい。

 (2) 日本企業経営者の思想のケース

　日本企業経営者の思想のケースとして、現役経営者である二人の経営者の思想をみ

ておこう。ここで取り上げた二人は経営者としてその思想・考え方がマネジメントの

経営原理に符号していると考えるからである。

最初に取り上げる経営者は日本電産の永守重信氏である。

永守氏の経営は、永守イズムの経営に集約される(永守、2004)。

永守氏の経営実践は3Q6S 委員会を活用した永守経営改革がある。それによれば3Q
とは日本電産が目指す「Quality Worker(良い社員)」「Quality Company(良い会社)」

「Quality Product(良い製品)」を意味する。この三つの Q という目標を実現するた

めに整理･整頓･清潔･清掃･作法・躾の三つの S を実行する。日本電産ではこの3Q6S
をモノサシにして，各事業所を百点満点で評価している。　ここでいう3Q6S 委員会

が経営実践の現場で機能していることは評価できる。これに加えて、永守氏の経営実

践が M&A においても機能していることである。

次に取り上げる経営者は信越化学の金川千尋氏である。

金川氏の経営は、株主から委託を受け、利益をあげ、その利益を再投資し、企業価

値をあげ、株主に報いることである。金川氏の経営は、「会社経営の目的は株主に報い

ることにある(金川、2002)」。

　この経営思想は、金川氏が経営実践した米国シンテック社の経営改革によっている。

金川氏は経営者に必要な四つの資質は、①判断力，②先見性，③決断力、④執行能力

であるという。また金川氏によれば、これら四つの資質は経営者が仕事をするうえで

必要な資質であり、もう一つ⑤の資質として誠実で信頼される人柄といった人格的な

要素を指摘している。

これらの経営者は、第1に、会社というものの事業を遂行する組織体との考え方が、

経営の根本にあるということである。組織体としての経営体を持続し、発展させるこ

とが今日の経営体にとっての第一義的任務であると考えているからにほかならない。

これに関する議論は経営学の従来の研究ですでに明確になっているものであるが、経

営というものを考える原点には、この経営体の維持･発展が基本にあり、経営効率ある

いは有効性の原理が基本に置かれなければならないということである。

第2に、二人の経営者が従業員の問題を経営遂行するうえで考えている。これは、二

人の経営者が、日本型の経営を少なくとも経営意思決定に取り入れていると解するこ

ともできる。

結論的にいえば、日本企業の経営力を創成し、競争力を高めるためには、人の問題

を含め、生産性をあげ、従業員を含めたステークホルダーとの関係を事業活動の過程

でうまく解決することである。

3.2 日本企業経営者の経営課題

 (1) 日本企業経営者の基本理念
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　日本企業経営者の基本理念は、従来型では、いわゆる日本的経営を中心に展開して

きたといえる。経営者の視点から見ると、経営者の行動規範は経営者と従業員が一体

となって経営を行うというものである。

　経営者と従業員との一体関係は、日本企業の経営力をつけるという経営実践的意味

においては成功を収めてきたといえる。集団主義と呼ばれる日本的経営の経営実態は、

きわめて、日本的特徴をもった組織運営を可能にし、日本企業の競争力をあげたとい

える。

 (2) 日本企業経営者の経営課題

　日本企業経営者の経営課題として今日何があるのか。この設問に対し、まず経営者

が考えることは、経営のグローバル化あるいは金融のグローバル化に経営体が置かれ

ているという事実である。またそのような環境変化により、「経営」というものが世界

に通用する一般原理として要求されているといえる。ただし、経営の一般原理には、

マネジメントそのものだけではなく、経営の現場で経営実践される経営の実践原理が

創成される必要がある。

　経営実践の経営原理はわれわれの狙いとしては、日本型経営の経営実践原理である

と言い換えることができる。日本型経営は、世界に発信できる経営のやり方を与えて

いるといえる。それは、トヨタとかキャノンといった日本企業で成功している経営実

践を経営実践原理として競争力をもった経営原理への展開であるといえる。

　日本企業の経営者の経営課題として三点とりあげておこう。

第1には、会社は社会的存在としての意味をもっているため、会社の情報公開を積極

的にすることである。そのためにはインベスター・リレーションズ(IR)の実践が必要

である。

第2には、プロフェッショナルとしての経営者は、企業価値創造とステークホルダー

との経営行動を積極的に行うことである。

第3には日本企業の経営者は、日本型経営を確立して世界に発信することである。今

日の日本企業に求められている日本型経営は従来あった経営とは多くの点で異なる経

営が求められている。

これらの点については、次節で展開することにしたい。

4.経営者の職能と社会的責任
4.1 経営者の職能

経営者は、企業体制発展の原理で生成する経営者(プロフェショナル･マネジャー)

を指し、経営者は次に示す仕事を遂行するリーダーである。経営者は、グローバル化

した経営社会のなかで経営行動する主体者である。経営者の仕事は最高経営意思決定

の機能にあり、経営者による経営力によって日本型経営が実践されるのである。

 (1) 企業価値創造の機能

現代における経営者は、企業価値創造を通じて、ステークホルダーという社会に貢

献する。経営者の経営実践原理は、「企業価値創造」という経営理念をもとにしている。

(小椋、2001)この企業価値創造は「経営財務の体系の枠組み」のなかで経営体の経営
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財務目標として明確に規定される。

財務の視点からみると、企業価値創造は経営体がステークホルダーとの対境関係と

くに金融市場と主体的な関係をもつとき重要な課題となる。企業価値は、経営者が経

営力によって創造されるが、それの評価はステークホルダーであるマーケットでなさ

れる。時価総額は、ひとつの評価基準となる。ただし時価総額はマーケットで評価す

る期待値であることを指摘しておきたい。なお、時価総額が外部評価としての意味を

持っていることについては評価しておきたい。

企業価値創造の仕事は、経営体･経営者が遂行する機能である。経営者は経営理念の

なかにこの企業価値創造を具体化する職務をもつのである。経営者が企業価値を高め

るためには、財務の面では、将来キャッシュ･フローを創造することが求められる。

 (2) 経営革新機能

経営者による経営革新機能は、企業家精神(entrepreneurship)を経営意思決定のな

かに生かした経営行動である。ここでいう企業家精神とはドラッカー (Drucker,P.F.)
やボーモル(Baumol,W.J.)の主張のように、企業家にとってもっとも大事なものであ

る が 、 こ の 企 業 家 精 神 は 経 営 者 に と っ て も 重 要 な も の で あ る

(Drucker,1985,Baumol,1993)。
経営者による経営革新機能の基本には、以上のような企業家精神が求められるが、

その内容は、ドーリンガーによる企業家精神の定義からその特質を明らかにすること

ができる(Dollinger,1999)。
① 創造力とイノベーション

② 資源の収集と経済的組織の建設

③ リスクと不確実性のもとでの利得あるいは増大のための機会

経営革新活動は現状の経営実態を経営改革を通じて、新しいものにする経営実践

をいうのである。

経営者の能力開発は、経営者自体の経営能力を高めることである。

4.2 経営者の社会的責任

経営者は経営力を使って、企業価値を創造するわけであるが、今日の経営体は社会

的存在としての位置をもっている。経営者による経営行動の基本が、経営者の社会的

責任である。経営者の社会的責任は、経営体そのものの持続･成長にあるが、具体的活

動としては、経営体の事業体が社会的活動に大きく関わりをもっており、経営体自体

の社会的責任を提示しておく必要がある。これら経営の社会的責任の具体的課題の遂

行により、われわれが求める経営力を創成することになるといえる。

経営者の社会的責任は、今日、コーポレート･ガバナンス(企業統治)、コンプライア

ンス(法令遵守)などで提起される経営課題と密接な関係を持っている。これらの経営

課題は、経営体の新しい社会的責任として説明される。

経営者の社会的責任については次に示す5つの課題を取り上げておこう。

 (1) 経営理念の確立

経営者の第1の社会的責任は、経営理念の確立である。経営理念の確立の基礎には、
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経営哲学および経営倫理が存在する。経営のグローバル化により、経営体･経営者の経

営理念は、機能主義に基づく経営体の経営活動と人間性の尊重との調和を図る経営行

動原理の確立を図ることである(小椋、1996)。経営理念の確立は、企業競争力をつけ

る経営体の経営力に繋がることにより、経営者の社会的責任を果たすことになる。

　経営者の経営理念の確立は、経営体の成長のための基本であり、経営体の進路を方

向づけるものである。経営理念の確立の基本には、「経営」という機能に対する基本理

念が存在しているということである。

　経営者の経営理念は、経営実践学の方法のなかに内在化されていなければならない。

経営実践学の方法は、山城学説の方法に依拠している(山城、1990)。この方法は、学

問としての経営学の考え方と経営道としての経営学の考え方であり、前者については、

「経営を主体の行為としてみる」学問方法であり、後者については、「経営者をプロフ

ェッショナルとして養成,育成する」学問を考えている。これらの方法の経営原理を経

営理念の中に導入していることが重要である。

 (2) リーダーシップ能力の開発

経営者の第2の社会的責任はリーダーシップ能力の開発である。経営者のリーダーシ

ップ能力は、経営体内部をリードする管理能力であるといえる。リーダーシップ能力

は経営力の中身の一部を構成しており、経営者のリーダーシップの資質もリーダーシ

ップ能力の開発にとって重要な要素となる。

経営者のリーダーシップの内容は、専制型リーダーシップあるいは自由放任型リー

ダーシップではなく、民主型リーダーシップを考えることができる。民主型リーダー

シップは経営力の創成を考えるうえでの基本的要素の一つであり、経営実践にとって

最も重要なものとなっている。

民主型リーダーシップは、経営体をリードするうえでもっとも合理性をもっており、

企業競争力をつけるうえで、この民主型リーダーシップ能力の開発が必要となる。民

主型リーダーシップは、経営体内部の部下に対するパワーだけでなく，対環境主体の

行動原理との実践的対境関係において有効となる。

 (3) 対環境主体･ステークホルダーに対する対境関係の重視

経営者の第3の社会的責任は対環境主体・ステークホルダーに対する対境関係を営む

ことである。経営者のステークホルダーに対する経営活動は、経営者が特に重要な職

務となっている。経営実践学の方法では、経営体とステークホルダー(環境主体)との

関係は対境関係にある。経営体と環境主体との関係は、図表3経営体と環境主体との関

係のようになる。ここでは、経営体と株主および金融機関との関係を中心にして、説

明されている。経営体は環境主体からみれば、ステークホルダーとなり、環境主体で

もある。対境関係の見方は経営体および環境主体それぞれが主体的に特定化した経営

目的に向かって、それぞれの目標を指針として主体的に行動するのである。
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図表3　経営主体と環境主体との関係

環境主体

環境主体

環境主体

発展方向

発展方向

発展方向

環境主体

目標 目標

目標

金融機関

（経営者）

株主

（投資家）

経営体

（経営者）

対境関係の原理は、山城(1970)が主張したものであり、その関係は、図表4　対境関

係の原理のようになる。この対境関係の原理では、①対境関係とは経営体と環境主体

のそれぞれの主体的立場から主張する関係のことであり、②経営体は経営・管理・作

業の仕事を専門家が遂行する組織体であり、③経営体制発展の中で生成する理念の組

織体であり、④経営実践家は、専門家集団の集まりである経営体の中で経営実践活動

を行う。

図表4　対境関係の原理

図表5会社の一連の契約モデルは、エムリー、フィナティ、ストーエ

(D.R.Emery,J.D.Finnerty&J.D.Stowe)のものであり、会社とステークホルダーの対

境関係にあるといってよい。

発展方向 発展方向

(経営主体) 環境主体経営体
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図表5　会社の一連の契約モデル

会社

経営者

銀行社債権者

供給者 短期債権者

社会 地域社会

普通株主 優先株主

政府

顧客

環境

従業員

出所)Emery, D. R., Finnerty, J. D., and J. D. Stowe (1998) Principles of Financial
Management, Prentice-Hall, p.15より作成。

 (4) 経営文化の創造

経営者の第4の社会的責任は企業文化の創造である。経営文化の創造は、まず既存の

経営文化への配慮があって、そのうえで新しい経営文化の創造である。経営力の創成

において、既存の経営文化の持続･改質、異種の経営文化の交配、新経営文化の創造が

重要である。日本型経営が問われるのは、とくにこの経営文化でもある。

日本企業が直面している経営課題として、この経営文化の創造は日本企業の新経営

体制への過程において生ずるものである。新経営文化の創造は、日本型経営の日本か

ら世界への発信としての意味をもっている。そして、経営のグローバル化の過程のな

かでは、複数の経営文化を日本企業の経営文化を中核にして、融合して新しい経営文

化を創造する過程こそが、日本型経営の経営実践上の精緻化が行われる過程であると

いえる。

このように、経営者にとって、新経営文化の創造は、社会的責任に含まれることに

なる。

 (5) 経営センスの創成

　経営者の第5の社会的責任は経営センスの創成である。経営者が経営力をもつために

は、この経営センスを身につけることである。優れた経営センスは、経営者の経営力

の創造に大きな力を与えることになり、経営の美を追求する力ともなっている。経営

センスは企業発展の初期においては、経営に対する勘であり、判断力であった。ここ
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でいう経営センスは、経営意思決定のなかに組みこまれるのであって、経営意思決定

力を強化するものであるといってよい。

経営センスの評価については、経営者の経営意思決定のタイミングに現れることに

なり、経営センスは事業の成功をささえる重要な働きを持つことになる。経営センス

は、経営者の経営意思決定にもっとも重要なものであると同時に、経営者は「経営す

る」うえで、この経営センスを加えて、経営の未来への方向づけを行うのである。経

営者の経営センスは、経営に対する経営実践のなかでも開発されると考えておきたい。

なぜならば、経営センスは単なる経営教育のなかで開発されるものではなく、経営者

の経営創造行動のなかで開発されるものであることを付け加えておきたい。

5.結び
以上にわたり、経営力創成に関し企業競争力との関連で検討を加えてきた。経営力

は、経営体のなかで機能する経営組織、経営財務、マーケティングおよびテクノロジ

ーなどを統合する機能をもっている。また経営力は経営体がステークホルダーとの対

境関係を営むときにもっとも必要な要素であり、経営力の強さが経営体を維持し、経

営体の成長につながることになる。

経営力の枠組みでは経営体のなかで活動する経営組織、経営財務、マーケティング

およびテクノロジーとの関係で生まれるものであって、経営体の中で活動するそれぞ

れの職能とマネジメントによってつながっているといえる。

次に日本企業の経営実践家が何を指導原理に経営を行うかその経営実践原理を明ら

かにしておく必要がある。今日の経営の基本には第一に経営者が企業価値創造を行う

経営行動を行うことであり、第二には経営者がステークホルダーとの対境関係を十分

に遂行しているかということである。経営者の経営意思決定は経営のグローバル化に

より、国際的に共通の経営原理を指針にすることができるが、筆者の考えでは経営実

践論として考えることになると、そこでは日本型経営といわれる経営実践原理を世界

に発信する必要がある。

経営者の社会的責任は経営者が経営体をリードするうえでの基本理念であり、経営

者が今日のステークホルダーとの対境関係で営む経営意思決定原理を意味している。

経営体制発展の原理のなかで、経営体が社会的存在として現代的意義を持つとすれば、

経営体を維持･発展させる経営力が今日的経営課題となってよい。

本稿では、経営力創成に関する筆者の考えを展開したが、次の研究課題として、経

営力の具体的測定等に関する研究を明らかにすることによって、日本型経営の新しい

方向づけを考えることにする。
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